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要旨 

本研究の目的は，大震災後の応急仮設住宅に入居する高齢者が認識する生活課題を分析

し，生活課題の特徴および健康関連 QOL との関連を明らかにすることである．生活課題の

聴取には，作業に関する自己評価改訂版を用いた．結果，余暇に関わる生活課題と健康関

連 QOL の精神的側面は相関関係が認められること，性別によって認識する生活課題は異な

ることが明らかになった．男性では余暇に関する生活課題を認識する者が多く，女性では

作業における自己の有効感に関する生活課題を認識する者が多かった．本研究の結果より，

作業療法の視点から支援すべき仮設住宅入居高齢者の生活課題が示された． 

キーワード：災害支援，高齢者，地域生活，作業に関する自己評価 

 

 

はじめに 

2011 年に発生した東北地方太平洋沖地震（以下，東日本大震災）は，最大震度７を記録

した我が国の大震災の一つである．発災直後の避難者数は 40 万人を超え 1)，震災後 8 年が

経過した時点でも避難者は 5 万 1 千人 2)と報告されるなど，被災者の生活に長期に渡り甚大

な影響をもたらしている．仮設住宅入居者の健康に関する Quality of Life（以下，健康関連

QOL）は非被災者と比較して顕著に低い 3-5)ことが知られており，多くの専門家が支援を継

続している．特に高齢者は若年者に比べ生活再建のペースが遅い傾向にあり，孤立化のリ

スクも高いことから 6)，仮設住宅入居高齢者の生活再建は被災地支援の大きな課題の一つと

言える． 

災害によりそれまでの生活の継続が困難となった被災者の心理的回復プロセスの一つと

して，デビッド・ロモ 7)は英雄期（災害直後），ハネムーン期（1 週間～6 ヶ月間），幻滅

期（2 ヶ月～1・2 年間），再建期（数年間）を辿ることを明らかにしている．震災から数

年を経た再建期は，一人ひとりが個性豊かな生活の再建を目指す時期でもある．またこの

時期は，衣食住の確保が共通課題となる震災後初期とは異なり，被災者が抱える日常生活

上の課題（以下，生活課題）も多岐にわたると予想される．そのため支援者側においても，

被災者の生活の多様性を鑑み，被災者の認識に即した生活課題の理解が求められると言え

る． 

仮設住宅入居高齢者の生活課題については，これまでにも関連した調査が行われている．

例えば外出頻度や運動量の減少 8,9)は，改善することで健康関連 QOL に良好な影響を及ぼ

す可能性が示され 10)，生活課題に着目して支援することの重要性が指摘されている．しか

し，これらは専門家が特定した生活課題であり，必ずしも対象者自身が認識した生活課題

とは言えない．対象者自身が生活を振り返り解決すべき生活課題を明らかにすることは行

動変容のきっかけになるため，支援者は対象者自身が実行可能な目標を設定し新たな生活

を確立できるよう支援することが重要とされている 11)．対象者自身が日々の生活の中で感

じ，かつ QOL にも影響する生活課題の存在は明らかではない．さらに，被災高齢者の心身

機能には性差があり支援する際に配慮が必要であることが報告されている 12,13)が，生活課

題に関して性差は検証されていない． 

そこで本研究では，震災後 3 年目となり再建期を迎えている仮設住宅入居高齢者を対象

に，本人が認識する生活課題の聴取および健康関連 QOL の調査を行うこととした．本研究

の目的は，震災後の再建期を迎えている仮設住宅入居高齢者が認識する生活課題の全体傾

向および性別による特徴を明らかにするとともに，健康関連 QOL との関連を検討すること
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である．  

本研究は，これまで明らかにされていない被災高齢者自身が認識する生活課題を量的調

査によって明らかにしようとするものである．本研究の成果は，被災者にとっての生活課

題の理解に役立つとともに，生活の再構築を意図した支援プログラムの計画や導入の検討

に役立つと考えられる． 

 

方法 

１．研究デザイン 

観察研究の報告に関するガイドラインである STROBE 声明 14)に準拠し，横断研究を実施

した． 

 

２．対象 

対象は，中山間地域 15)の A 市内全 30 カ所の仮設住宅に入居する 65 歳以上の高齢者とし

た．このうち，言語でのコミュニケーションが困難な者および質問紙調査に影響する認知

機能低下が認められる者は除外した． 

先行研究 16)では，生活課題と健康関連 QOL の相関係数.21～.42 であったことを参考に，

標本相関係数.30，検定力.80，有意水準 .05 としてサンプルサイズを計算し，算出された

85 名を目標に対象者を募集した．募集では調査公害を考慮し，対象者にとって過度な負担

となる調査・研究の重複を避けるよう社会福祉協議会の協力を得て調査対象地区を調整し

た．その結果，6 カ所の仮設住宅 375 戸のみで対象者を募集した．各仮設住宅自治会長の承

認を得て，集会所の掲示板に調査の概要を記載したポスターを掲示し，各戸に募集広告を

配布した．  

本研究の対象とした仮設住宅は，仮設住宅団地 1 ヶ所に 26 戸～150 戸が集まり，4～8

戸が 1 棟に連なった長屋形式であった．造りは，台所と 4 畳程の 2 間の間取りが主であっ

た．市街地から離れた場所にあったが，バスなどの公共交通機関が震災後に整備されてい

た．市内各所からの避難者が入居していたが，従前住宅での地域コミュニティ保持が考慮

されたため，家屋の並びまでは再現されないものの震災前に形成されていた自治会単位で

の入居が促された地区であった． 

 

３．調査内容 

１）基本情報 

年齢，性別，被災状況として，家族構成（変化あり，変化なし），震災前の居住地（避難

指示区域内，避難指示区域外），家屋の倒壊状況（全壊または半壊，非壊滅），仮設住宅か

ら転居する見込み（あり，なし），を聴取した．その他，健康の社会的決定要因 17)を参考に

，社会的支援（集会所での活動に参加，不参加），交通の状況（便利，不便），失業（震災

後に失業，震災前後で変化なし）を聴取した． 

避難指示区域とは，空間の放射線量が高いため居住が制限された地域である．本研究で

は震災前の居住地が避難区域の内側（以下，避難区域内）と避難区域の外側（以下，避難

区域外）のいずれに該当するかを選択してもらった．避難区域内からの避難者は，自宅の

倒壊状況に関わらず全ての者が仮設住宅に入居していた．避難指示区域外からの避難者は，

地震や津波により住家が居住困難な被害を受けた者であった．なお，本研究対象者に帰還

が困難と判断された地域からの避難者は含まれていなかった． 
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２）生活課題  

生活課題の調査には，作業に関する自己評価改訂版 18)（The Occupational Self 

Assessment Ver.2：以下，OSA）を用いた． 

OSA の質問項目は，動機づけ，生活様式，遂行能力，環境の影響と関連する多様な要因

を考慮し，日々の生活で行う一連の作業について聴取するものである．同時に，対象者が

自身の生活における問題を再検討し，うまくやっていることと問題であることの双方を具

体的に明らかにできるよう構成されている 18)．対象者自身が明らかにした生活課題を聴取

する本研究の目的に適した質問紙であると判断した． 

石井ら 16)によって日本版の信頼性と妥当性が，小林ら 19)によって尺度の 1 次元性が検証

された質問紙である． 

OSA は「自分について」と，「自分の環境について」の 2 部からなる．「自分について」

は，遂行領域 11 項目（運動，処理，コミュニケーションと交流の技能），習慣化領域 5 項

目（毎日の生活習慣を維持する過程），意志領域 5 項目（楽しみと満足等の志向性や感情）

の 21 項目で構成され，「自分の環境について」は環境領域 8 項目（作業に影響を及ぼす物

理的社会的環境）で構成される．各質問に対する回答は，有能性および価値について 4 段

階から選択する．本研究では，研究方法を鑑みて量的データのうち有能性の回答のみを使

用し，各項目に対する回答は，多くの問題がある（1 点），やや問題がある（2 点），良い（

3 点），非常に良い（4 点）として扱い，各項目の得点および領域得点を算出した． 

３）健康関連 QOL 

MOS 36-Item Short-Form Health Survey（以下，SF-36®）用いた．36 の質問項目で 8

つの健康概念（下位尺度）を測定する．8 つの概念には，身体機能，日常役割機能・身体，

身体の痛み，全体的健康感，活力，社会生活機能，日常役割機能・精神，心の健康が含ま

れる．さらに，8 下位尺度をより上位の概念に要約し，身体的側面，精神的側面，役割／社

会的側面の３コンポーネントで得点化するサマリースコアも算出可能である．対象者を制

限しない包括的 QOL 尺度であり，得点が高いほど健康関連 QOL が高いことを表す 20) ．

本研究では，過去 1 か月の健康状態について問うスタンダード版を使用し，自記式で回答

を求めた． 

４）調査手順および調査期間 

基本情報と生活課題は聞き取りで行い，健康関連 QOL は事前に郵送で配布し記入された

用紙を聞き取り調査の際に回収した．聞き取り調査は，自宅または最寄りの集会所のうち

対象者が希望する場所で実施した．調査者は筆者の他に作業療法士 2 名および理学療法士 1

名の全 4 名が行い，対象者 1 名に対し調査者 1 名が対応した．調査者は，調査実施前に筆

者が実施する 1 時間の講習を受け，その後，対象者への調査手順およびアンケート用紙へ

の記入を練習し，十分に調査が可能であると判断された後に調査に参加した． 

調査実施期間は 2013 年 10 月～2013 年 11 月の 2 ヶ月であった． 

 

４．統計学的解析  

健康関連 QOL の分析では，まず対象者と非被災高齢者を比較した．対象の SF-36®得点

と非被災高齢者 70～79歳男女の得点をMann–Whitney のU検定で比較した．SF-36®は，

尺度同士の得点比較や国民標準値との比較を行わないため，国民標準値に基づいたスコア

リングに変換せず 0-100 点法での得点を用いた．非被災高齢者データは，福原ら 20)のデー

タを参考にした．次に，生活課題と健康関連 QOL との関連を検証した．OSA 各項目得点
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および OSA 領域得点と SF-36®サマリースコアとの関連を Spearman の順位相関係数によ

り確認した． 

生活課題の分析では，本研究対象者の OSA と非被災地高齢者を対象に OSA を行った先

行研究 19)のデータを χ２検定および fisher の正確確率検定を用いて比較した．さらに，有意

差が認められた項目について，本研究対象者の性別で比較した．本分析では，OSA の各項

目に対する回答のうち，多くの問題がある，やや問題があるを「問題あり」，良い，非常に

よいを「よい」として集計し扱った．非被災高齢者のデータは，小林ら 21)の農村部高齢者

データを参考にした． 

 データに欠損値がある場合は項目ごとに除外した．統計ソフトは SPSSver.25 を使用し，

有意水準は 5％とした．  

 

５．倫理的配慮 

 本研究は平成 26 年度首都大学東京荒川キャンパス研究安全倫理委員会（承認番号 14090

）の承認を得て行なった． 

 

結果 

１．分析対象者の概要 

65 歳以上の高齢者 80 名から応募があり，調査に応じたのは 73 名（男性 27 名，女性 43

名，無回答 3 名），平均年齢 75.1±6.9 歳であった．調査公害および被災者の心情を考慮し，

対象地域を変えての追加募集は行わなかった（図１）．なお，基本情報で収集した全ての項

目で，性別による有意差は認められなかった．内訳を表１に示す． 

 

２．生活課題について 

１）全体傾向 

 対象者の生活課題を知るため，OSA 各項目で「問題あり」と回答した割合を集計し，表 2

に示した．多くの対象者が「問題あり」と回答した項目は，「自分について」の項目では「

自分の好きな活動を行う」（42.0％），「自分の能力をうまく発揮している」（47.8％），「自分

の環境について」の項目では，「自分が生産的（仕事，ボランティア）になる場所」（53.6

％），「自分が生産的になるために必要な物」（43.5％）であった． 

 対象者の OSA を非被災高齢者のデータと比較した結果，29 項目中 24 項目で，本研究対

象者に「問題あり」と回答した者が多く，そのうち 14 項目で有意差が認められた．「自分

について」項目では「自分の課題に集中する」（p<.01）等の 8 項目，「自分の環境について

」の項目では「自分が生活して体を休ませる場所」（p<.01）等 6 項目で有意差が認められ，

領域別にみると環境領域で有意差が認められた項目が多かった． 

２）性別での比較 

非被災高齢者との比較で有意差が認められた 14 項目を，本研究対象者の男女で比較した

．結果，「自分について」の項目では，「自分の課題に集中する」（p=.02，効果量 φ=.30，

95％CI:.07-.53），「くつろいだり楽しんだりする」（p=.04，φ=.20，95%CI:.01-.44），「自分

の好きな活動を行う」（p=.05，φ=.25，95%CI:.02-.48），「自分の目標に向かってはげむ」（

p<.01，φ=.33，95%CI:.12-.53）の 4 項目，「自分の環境について」の項目では「自分が大

事にしたり好きなことをする機会」（p<.01，φ=.40，95%CI:.17-.61），「自分が行けて楽し

める場所」（p=.03，φ=.27，95%CI:.03-.50）の 2 項目で有意な差が認められた．有意差が
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認められた 6 項目のうち「自分の目標に向かってはげむ」を除く 5 項目で男性に「問題あ

り」と回答した者が多かった． 

 

３．健康関連 QOL について 

SF-36®の 8 つの下位尺度得点を本研究対象者と非被災高齢者とで比較した結果を表 4 に

示した．8 尺度のうち社会生活機能以外の 7 尺度で有意に対象者の得点が低く効果量は

r=.33~.42 で中等度であった． 

OSA 領域得点および項目得点と SF-36®サマリースコアとの相関を表 5 に示した．OSA

領域得点を見ると，SF-36®の精神的側面と意志領域（r=.42）に中等度の正の相関が認めら

れた．その他，SF-36®の身体的側面と OSA の遂行領域（r=.36）および意志領域（r=.27），

SF-36®の精神的側面と遂行領域（r=.30），習慣化領域（r=.24）に弱い正の相関が認められ

た．SF-36®の役割／社会的側面と OSA の領域では有意な相関関係は認められなかった．

OSA 項目得点では，SF-36®の精神的側面と OSA の「くつろいだり楽しんだりする」（r=.46

）で中等度の正の相関が認められた．その他，SF-36®身体的側面と「自分の身体を使って

しなければならないことをする」（r=.33）他 3 項目，精神的側面と「体に気をつける」（r=.39

）他 7 項目，役/社会的側面と「自分の課題に集中する」（r=.37）で弱い正の相関が認めら

れた． 

 

考察 

１．研究デザインと結果の解釈 

本研究は横断研究であることから，生活課題と健康関連 QOL の因果関係は明らかにはで

きず，また目標とするサンプルサイズ 85 名を満たさなかったため（充足率 85.9%），分析

において検出力が低下し健康関連QOLと生活課題の関連を過小評価している可能性が予測

される． 

しかし，先行研究 22)と同様に OSA と SF-36®の有意な相関関係が示され，仮設住宅入居

高齢者の生活課題と健康関連QOLには関連があるとする本研究の結果は妥当なものと言え

る．よって，健康関連 QOL が非被災高齢者より有意に低かったことは，仮設住宅入居高齢

者の生活課題は解決すべき課題であることを示唆している． 

 

２．生活課題の全体傾向 

本研究対象者と非被災高齢者の比較から，被災高齢者はより多くの生活課題を認識して

いる可能性が示され，その具体的な内容が明らかとなった．本研究対象者は，被災後に避

難所から仮設住宅へと転居を余儀なくされ，生活環境が変化し続けていた．同様に，復興

庁の報告 26)でも震災関連死の原因として転々と避難先を変えざるを得なかった状況が挙げ

られており，震災後に住まいが変化し続けることは東日本大震災の被災者にとって大きな

問題であったことが分かる．高齢者は転居後の環境への適応が困難 27)とされていることか

ら，転居を繰り返す被災高齢者は多くの生活課題を認識することが考えられる．本研究の

結果は，生産的活動や余暇活動に関わる社会的環境面に生活課題を認識する傾向が顕著で

あり，被災による生活環境の変化を反映した結果であったと考える． 

一方で，「自分を支えて励ましてくれる人」「自分と一緒にやってくれる人」といった人

とのつながりに関する項目では非被災高齢者との差は認められず，SF-36®の結果でも人と

のつながりに関する社会生活機能で非被災高齢者との差が認められなかった．これまでの
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震災では，被災高齢者は近隣住民との繋がりを求める傾向があること，困った時に助けを

求める相手として近隣住民を挙げる者が多かったことが報告されている 28)．そのため，東

日本大震災では，避難の際にコミュニティを維持することが推奨され，従前地区を意識し

た仮設住宅への入居方法が検討されたり，集会所設置基準が緩和され住民が集う場所が積

極的に確保されたり等，人的環境を考慮した対応が新たに導入された 29)．本研究の結果は，

被災高齢者のニーズに応じた避難計画の成果を反映していると思われ，人的環境に関する

対策が講じられたことで，人とのつながりに関する生活課題を認識する者が少なかったと

考えられる． 

 

３．性別による生活課題の違い 

非被災高齢者と有意な差が認められた OSA の項目を性別で比較した結果，6 項目で有意

差が認められた．大震災後の心身機能や社会生活に関する問題には性差がある 30,31)ことが

知られているが，仮設住宅入居高齢者の生活課題も同様の傾向を示すことが明らかになっ

た．非被災高齢者のデータでは，男女差は認められていないことから 21)，生活課題に性差

が認められることは震災後の仮設住宅入居高齢者に特徴的な傾向であると言える． 

１）男性の生活課題の特徴 

男性は女性よりも，「くつろいだり楽しんだりする」(38.5%)，「自分の好きな活動を行う」

（57.7％）「自分が大事にしたり好きなことをする機会」(57.7%)，「自分が行けて楽しめる

場所」（50.0%）といった余暇に関する生活課題を認識する者が多かった． 

本研究の男性対象者のうち，７割以上が震災によって予期せず退職状態となった．一般

的に，就業状況の変化をもたらす退職は段階的に計画されるため，そのプロセスのコント

ロールが可能であり 32)，余暇を中心とした新たな作業に参加する 33)ことが報告されている．

一方で，震災のような劇的に生活が一変する出来事は計画されたものではなく，そのプロ

セスのコントロールも困難である．本震災後の仮設住宅で開催されていたサロン活動では

男性の参加者が少なく，提供された活動を余暇として取り入れる男性も少なかったことが

明らかになっており 5)，新たな作業への参加が困難な状況にあったと考えられる． 

作業への参加は，興味や自信，能力を増加させ，意味のある作業との結び付きを決定す

ることからも 34)，男性が震災後に予期せず退職状態となることは，長期にわたって興味の

ある作業への参加が得られず，作業的に不公正な状況 32)をもたらす可能性を示している． 

２）女性の生活課題の特徴 

女性は男性よりも「自分の目標に向かってはげむ」（47.6%）といった作業における自己

の有効感に関する生活課題を認識する者が多かった．自己の有効性と作業の関連について

は，環境の突然の変更が自分の努力を挫折させる場合に有効感は得られないことが述べら

れている 32)．本研究対象の女性の基本情報を見てみると，全ての者が震災後に仮設住宅へ

転居したこと，約 7 割の者は震災前後で家族構成が変化したこと，約 5 割に就業状況に変

化が生じたことを示しており，震災前後で生活環境が大きく変化したことが分かる． 

異なる場面では異なる方法で作業を経験することから 32)，環境の変化は作業から得られ

る自己認識に影響を及ぼすと言え，女性は震災後に生活環境が変わることで，作業から得

られる自己認識が変化し，自己の有効性が得られにくくなる可能性が考えられる． 

 

４．生活課題と健康関連 QOL の関連 

被災高齢者が認識する生活課題のうち「くつろいだり楽しんだりする」の余暇に関わる
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生活課題は健康関連 QOL の精神的側面と相関が認められた．継続する自然災害はより精神

的健康への影響が大きく 35)，災害後の長期避難生活者の精神健康には趣味や生きがい等が

影響を及ぼすことが報告されており 36)，本研究も同様に余暇が精神的健康と関連すること

を示した．作業療法では，余暇は現在と将来の QOL の問題になるものであり，健康で満足

のゆく生活を構成する要素として扱われ 37)，作業的視点からも余暇に関わる生活課題の解

決は QOL に影響することが分かる．本研究の結果は，避難生活が長期に渡っている再建期

では，ストレス発散をもたらすルーチンや興味を楽しみ，リラックスできる余暇を持つこ

とが精神的な QOL に寄与する可能性を示している． 

 

５．研究の限界と今後の課題 

 本研究は，中山間地域の仮設住宅入居高齢者を対象に実施した．都市部と農村部では生

活課題が異なる 21)ことが報告されているため，都市部では本研究と異なる傾向を示す可能

性がある．また，本研究のデータは 2013 年から 2014 年にかけて実施した調査であり，時

間の経過による生活の変化を考慮すると，現在の被災高齢者が認識する生活課題調査とは

言えないが，再建期に仮設住宅入居高齢者が認識していた生活課題を具体的に示す重要な

データであると考える． 

今後は，震災後の高齢者が認識する生活課題には性差があること考慮し，被災高齢者の

生活課題を解決し生活再建を促す支援方法を検討することが課題である． 

 

６．結語 

仮設住宅入居高齢者は非被災高齢者よりも顕著に多くの生活課題を抱え，特に社会的環

境に課題があると認識する傾向が示された．男女で認識する生活課題が異なり，男性では

意味ある作業への参加が困難な状況を，女性では作業から自己の有効性が得られにくいこ

とを課題と認識していた．生活課題と健康関連 QOL には相関関係が認められ，仮設住宅入

居高齢者の生活課題は解決すべき課題であり，適切な作業への関わりを支援することは，

彼らの生活再構築につながることが示された． 
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Abstract 

 

The purpose of this study was to clarify the relationship between HRQOL and the 

agendas in daily living recognized the elderly in a temporary housing after the disaster, 

and to clarify the characteristics of the agendas. We used Occupational Self Assessment 

ver.2  to evaluate the agendas in daily living. As a result, there was a correlation 

between the agendas in daily living and HRQOL. And the agendas in daily living were 

different by gender, the agendas related to leisure were recognized in men, the agendas 

related to effective use of one's abilities were recognized in women. The results of 

present study clearly showed the agendas in daily living of elderly in a temporary 

housing that should be supported from the viewpoint of occupational therapy. 

 

Key Words: Disaster support, elderly, Regional support, occupational self assessment 
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 図１ 対象者選定のフローダイアグラム 

人数（名） ％ 男性（名） 女性（名） p

年齢 前期高齢者 31 42.5 11 19 .78

後期高齢者 42 57.5 16 24

交通の便 良い・普通 41 67.2 21 20 .06

悪い 17 27.9 3 14

無回答 3 4.9

社会的支援 集会所の活動に参加 43 58.6 13 26 .76

集会所の活動に不参加 29 39.7 10 17

無回答 4 5.5

失業 震災後に失業 40 54.8 17 22 .12

震災前後で変化なし 30 41.1 7 23

無回答 3 4.1

家族構成 震災前後で変化した 47 64.4 17 29 .96

震災前後で変化なし 24 32.9 8 14

無回答 2 2.7

震災前の居住地 避難区域内 57 78.1 21 33 .92

避難区域外 16 21.9 6 10

家屋の倒壊状況 全壊または半壊 49 67.1 15 32 .23

非壊滅 21 28.8 9 11

無回答 3 4.1

転居見込み あり 16 21.9 3 13 .12

なし 53 72.6 20 30

無回答 4 5.5

表１　分析対象者の概要

カイ2乗検定ｐ＜.05
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対象者 非被災高齢者

1 自分の課題に集中する 39.1 16.7 <.01*

2 体を使ってしなければならない事をする 40.6 20.6 .03*

3 生活している所を片付ける 37.7 23.5 .07

4 体に気をつける 13.0 10.8 1.00

5 めんどうを見なければならない人を見る 8.7 10.8 .79

6 行かなければならない所に行く 33.3 8.8 <.01*

7 金銭の管理をする 7.2 6.9 .60

8 基本的に必要なこと（食事・服薬）を行う 7.2 2.0 .37

9 他人に自分を表現する 34.8 31.4 1.00

10 他人とうまくやっている 27.5 12.7 .08

11 問題をはっきりと認めて解決する 36.2 14.7 <.01*

12 くつろいだり楽しんだりする 24.6 3.9 <.01*

13 やらなければならないことを片付ける 14.5 16.7 .83

14 満足できる日課がある 29.0 18.6 .24

15 自分の責任をきちんと果たす 13.0 7.8 .29

16 学生，勤労者，ボランティア，家族の一員などの役割に関わる 20.3 23.5 .70

17 自分の好きな活動を行う 42.0 10.8 <.01*

18 自分の目標に向かってはげむ 34.8 10.8 <.01*

19 自分が重要だと思うことに基づいて決めている 27.5 12.7 <.01*

20 やろうと決めたことをやり遂げている 21.7 23.8 .40

21 自分の能力をうまく発揮している 47.8 39.2 .85

① 自分が生活して体を休ませる場所 31.9 7.9 <.01*

② 自分が生産的（仕事，勉強，ボランティア）になる場所 53.6 19.0 <.01*

③ 自分が生活して体を休ませるために必要な物 39.1 11.8 <.01*

④ 自分が生産的になるために必要な物 43.5 19.2 <.01*

⑤ 自分を支えて励ましてくれる人 11.6 10.8 1.00

⑥ 自分と一緒にやってくれる人 13.0 15.8 .82

⑦ 自分が大事にしたり好きなことをする機会 33.3 8.8 <.01*

⑧ 自分が行けて楽しめる場所 31.9 6.9 <.01*

自分に
ついて

自分の
環境に
ついて

カイ2乗検定またはfisherの正確確率検定　＊p＜.05

表2　対象者と非被災高齢者のOSA各項目で「問題あり」と回答した割合の比較

遂行
領域

習慣化
領域

意志
領域

環境
領域

OSA p

問題ありと回答した割合（％)

男性 女性

割合（％） 割合（％）

1 自分の課題に集中する 57.7 27.9 .02* .30 .07, .53

2 体を使ってしなければならない事をする 53.8 32.6 .13 .21 -.05, .44

6 行かなければならない所に行く 31.8 30.8 .86 .02 -.23, .25

11 問題をはっきりと認めて解決する 30.8 39.5 .61 .09 -.36, .13

習慣化 12 くつろいだり楽しんだりする 38.5 16.3 .05* .20 .01, .44

17 自分の好きな活動を行う 57.7 32.6 .05* .25 .02, .48

18 自分の目標に向かってはげむ 15.4 47.6 <.01* .33 .12, .53

19 自分が重要だと思うことに基づいて決めている 38.5 20.9 .17 .19 -.15, .34

① 自分が生活して体を休ませる場所 42.3 25.6 .19 .17 -.04, .45

② 自分が生産的（仕事，勉強，ボランティア）になる場所 70.8 46.5 .07 .24 -.04, .44

③ 自分が生活して体を休ませるために必要な物 50.0 32.6 .20 .17 -.03, .45

④ 自分が生産的になるために必要な物 57.8 35.7 .09 .22 .02, .51

⑦ 自分が大事にしたり好きなことをする機会 57.7 18.6 ＜.01* .40 .17, .61

⑧ 自分が行けて楽しめる場所 50.0 23.3 .03* .27 .03, .50

自分に
ついて

自分の
環境に
ついて

表３　非被災高齢者との比較で有意差が認められた項目の男女比較

各項目で「問題あり」と回答した割合を,カイ2乗検定またはfisherの正確確率検定を用いて性別で比較した．　＊p＜.05

p 効果量φ 95%CIOSA

効果量小；.10＜φ，効果量中；.30＜φ，効果量大.50＜φ

遂行

意志

環境
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対象者 非被災高齢者 ｐ 効果量ｒ

身体機能 67.2±23.1 74.6±22.6 <.01* .33

日常役割機能・身体 69.6±27.8 78.0±24.9 .04* .33

身体の痛み 56.0±21.6 66.1±24.4 <.01* .42

全体的健康感 51.9±18.6 58.4±20.2 .03* .33

活力 55.9±20.8 64.6±21.5 <.01* .41

社会生活機能 79.8±20.4 82.7±22.4 0.41 .14

日常役割機能・精神 68.3±27.4 79.3±26.1 <.01* .42

心の健康 64.5±17.5 72.1±20.1 <.01* .39

Mann-WhitneyのU検定　＊p<.05

表4　対象者と非被災高齢者のSF-36得点平均値の比較

効果量小：.10＜ｒ，効果量中：.30＜ｒ，効果量大：.50＜ｒ



16 

 

 
 

身体的側面 精神的側面
役割/社会的

側面

.36* .30* .05

1 自分の課題に集中する .23 .30* .37*

2 体を使ってしなければならない事をする .33* .14 .05

3 生活している所を片付ける .22 .20 .20

4 体に気をつける -.02 .39* .02

5 めんどうを見なければならない人を見る .03 .25 -.04

6 行かなければならない所に行く .21 .01 .09

7 金銭の管理をする -.21 .23 .21

8 基本的に必要なこと（食事・服薬）を行う -.10 .30* -.01

9 他人に自分を表現する .10 .14 -.14

10 他人とうまくやっている .09 .02 -.08

11 問題をはっきりと認めて解決する .21 .17 -.04

.23 .24* .13

12 くつろいだり楽しんだりする -.06 .46* .12

13 やらなければならないことを片付ける .16 .15 .17

14 満足できる日課がある .02 .03 .21

15 自分の責任をきちんと果たす .11 .30* .03

16 学生，勤労者，ボランティア，家族の一員などの役割に関わる .27* .13 .19

.27* .42* .16

17 自分の好きな活動を行う .02 .39* .17

18 自分の目標に向かってはげむ .17 .28* .15

19 自分が重要だと思うことに基づいて決めている .13 .30 .15

20 やろうと決めたことをやり遂げている .26* .28* .10

21 自分の能力をうまく発揮している .13 .08 .11

.13 .18 -.03

① 自分が生活して体を休ませる場所 .12 .36* -.03

② 自分が生産的（仕事，勉強，ボランティア）になる場所 .17 .10 .06

③ 自分が生活して体を休ませるために必要な物 .03 .12 .16

④ 自分が生産的になるために必要な物 .09 -.06 -.15

⑤ 自分を支えて励ましてくれる人 .01 .15 -.04

⑥ 自分と一緒にやってくれる人 .31* -.13 -.07

⑦ 自分が大事にしたり好きなことをする機会 -.13 .06 .13

⑧ 自分が行けて楽しめる場所 .04 .08 -.04

Spearmanの順位相関係数　*p<.05

自分に
ついて

自分の
環境に
ついて

表5　OSA領域得点および項目得点とSF-36サマリースコアとの相関

遂行領域

習慣化領域

意志領域

環境領域


